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～～横横浜浜市市栄栄区区庁庁舎舎 EESSCCOO 事事業業～～  

～～99 月月 88 日日よよりり公公募募開開始始～～  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

（裏面あり） 

 

 

○ 平成１６年度策定の「横浜市公共建築物ESCO 事業導入計画」において、栄区庁舎は、ESCO事業

による省エネルギー効果が大きく、ＣＯ２、光熱水費の大幅な低減が図れることが見込まれます。 

○ また、多くの設備機器が老朽化による更新時期を迎えており、今回の事業は、省エネルギー化と

設備機器更新による建物の長寿命化を併せてESCO事業として実施することで、最適な省エネルギ

ー改修を低コストで実施できることが期待できます。 

 

 

○ 老朽機器更新による区庁舎の長寿命化対策に ESCO 事業（自己資金型）の仕組みを活用し、最適

な省エネルギー改修提案を事業者から公募する事業です。 

○ 最終審査において、原則として次点及び次々点となった提案者に対し、公民協働事業応募促進報

奨金交付要綱により報奨金を交付します。 

○ 市内企業の参画が必須で、市内企業が参加グループの一員となることを条件とする募集です。 

○ 募集要項は、9月8日からホームページに公開します（ダウンロード可能） 
http://www.city.yokohama.jp/me/machi/archi/esco/index.htmlまた9月8日～9月10日まで下記にて配布し
ます。（時間 ９：００～１２：００、１３：００～１７：００） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公募：H20.9.8～9.25(参加表明)
・事業者選定：H20.12 
・予算議決：H21.3 
・本契約：H21.8 
・工事完了：H22.3 
・ESCO ｻｰﾋﾞｽ開始：H22.4～ 

導入理由 

公募について 

公募ｽｹｼﾞｭｰﾙ(予定) 

横浜市まちづくり調整局公共建築部
保全推進課 省エネルギー推進担当 
横浜市中区相生町３－５６－1 ＪＮビル６階 
Tel 671-3996 

配布場所 

公募施設概要 

栄区庁舎の長寿命化対策工事に ESCO 事業を導入します。 

記 者 発 表 資 料
平成 20 年 9 月 2 日 
まちづくり調整局 
保 全 推 進 課 
長寿命化等担当課長 

大和田 芳朗℡671-2938 

横浜市公共建築物ESCO事業導入計画概要 

横浜市では、公共建築物の ESCO 事業を効率的に
推進するために、既存施設の省エネルギー診断や
事業実現性の検討などを行い、事業実施可能な施
設へESCO事業を導入する計画を平成16年度に策
定しました 栄区庁舎 

横浜市栄区庁舎
・所在地：横浜市栄区桂町303番地19 
・建築構造：ＲＣ造 地上４階（本館、新館） 

ＲＣ造 地上２階（機械室棟） 
・延床面積：８，４８３m2 

・建物しゅん工年：１９７４年（本館） 
：１９８６年（機械室） 
：１９９３年（新館） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 

 自己資金型（ｷﾞｬﾗﾝﾃｨｰﾄﾞ・ｾｲﾋﾞﾝｸﾞｽ契約）         民間資金活用型（ｼｪｱｰﾄﾞ・ｾｲﾋﾞﾝｸﾞｽ契約） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 提案の審査は、外部委員による「横浜市ESCO事業提案審査委員会」において公平に審査し、最優秀 

提案１件及び優秀提案を数件選定します。 

 

                                  平成２０年８月現在 

 氏  名 職      名 役      割 

委員長 飯田 訓正 慶應義塾大学理工学部システムデザイン工学科 教授 学識経験者（エネルギー部門）

委 員 

（職務代理者） 
吉田  聡 

国立大学法人 横浜国立大学大学院 環境情報研究院

准教授 
学識経験者（建築部門） 

阿部  豊 日産自動車㈱横浜工場 工務部工務課 課長 建築設備部門 
委 員 

三枝 康雄 ㈱浜銀総合研究所 地域戦略研究部 部長 事業計画部門 

横浜市ESCO事業提案審査委員会委員 

提案審査 

ＥＳＣＯ事業（自己資金型）の仕組み 

ＥＳＣＯ事業方式について 

自治体 

金融機関 ESCO事業者

設計、施工、

維持管理 

効果保証 料金 

支払い 

債務返済 

融資リース 

 

ESCO事業とは、既存施設の設備改修において、省エネルギー化と維持管理費の低減を図るため、
民間事業者が計画・工事･管理・資金調達等包括的なサービスを提供し、従前の環境を低下させる
ことなく省エネルギー化を行い、その結果得られる効果を保障する事業です。 
自己資金型の事業では、省エネルギー改修に係る初期投資を市が行います。一方、ESCO事業者は

市に対して省エネルギー効果を保証し、光熱水費の削減を実現します。市はその削減保証とその実
現に対する報酬をESCOサービス料として事業者に支払います。 
自己資金型では、金利や維持管理費等の費用負担が別途となるため、建物規模が小さな施設や、

設備機器の更新が多く必要で、民間資金活用型では採算性が低い建物にも ESCO 事業のスキームを
活用できます。 
※ＥＳＣＯ＝Energy Service Companyの略称です。 
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ESCO事業者が、

計画・設計・工事･

施工管理等省エネ

ルギー改修の包括

的なサービスを提

供。 

ｻｰﾋﾞｽ料 

施設管理者の利益 

計測・検証費 

ＥＳＣＯの利益

ＥＳＣＯ事業実施中 ＥＳＣＯ事業実施後 

自治体 

ESCO 事業者 

設計、施工 

効果保証 

サービス

料支払い 

(複数年)

工事費 

支 払 い

(初年度) 


